第１分科会「セーフティネット・所得保障」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　08.08.23
障害者の所得保障とベーシックインカム
http://www.eft.gr.jp/money/index.htm








　　岡部耕典（早稲田大学）
■「自分の財布と相談しながら、好きなように飯を食う」（福島智）＝「障害者の自立の定義」

第１の含意：障害者の自立には介護保障だけでなく所得保障も必要

第２の含意：障害者の自立にはケアの利用だけでなく金銭消費の自律も必要
第３の含意：障害者の自立には充分な(enough/sufficient)量のケアと所得が必要
■脱(超)選別主義
「障害者の所得保障」のための戦略　…年金＋手当＋生保の「３点セット」
　・「障害特有の（選別的な）ニーズ」に基づく手当制度

・「あらゆる人のための（普遍的な）セーフティネット」であるべき生活保護制度

・「（本来は）障害による早期退職(early retirement)」への対応である障害基礎年金
障害基礎年金が抱える「問題」　
　・支給要件は「機能障害」→現実の稼働能力（現実に稼げる所得の額）ではない
　　　　→「別表」記載の機能障害をもたない生活困窮者への拡大が困難
・しかし、稼得能力に着目するならば…

　　　　→障害のない「貧困者」との線引きは困難

→（海外と同じく）「補足給付」（所得との差額のみ給付する）化する恐れ
　生活保護が抱える「限界」

　・転落しなければ「（セーフティ）ネット」には“引っ掛からない”。

　・「ネット」は、“乗っかったまま”か“降りる”しかない。

（「ネット」のうえに「生活」は組み上げられない）
　手当制度が直面する「苦境」

　・９０年代から強化されている「（日本的）普遍主義」の政策動向

　・「ニーズに基づく給付」である手当制度を「普遍化」することは、希釈／縮小／廃止を意味する。
■“溜め”（湯浅誠「反貧困」岩波書店,p.78）
「溜池の『溜め』」「外界からの衝撃を吸収しているクッション（緩衝材）の役割を果たすとともに、そこからエネルギーを汲みだす諸力の源泉となる」「センの『潜在能力』に相当する概念」
たとえば、「充分なお金（貯金）という“溜め”」しかし、それは金銭に限定されず、「頼れる家族・親族・友人などの人間関係の“溜め”」「自分に自信がある、何かをできると思える、自分を大切にできるなどの精神的な“溜め”」などの「有形無形のさまざまなものが“溜め”の機能をもっている」
「お金（貯金）」というのは「ストックの“溜め”」であるが、ストックよりも「フローの“溜め”＝（適度な）基本収入」のほうが、先取り不安を防ぎ、人間関係や精神的な“溜め”を得やすいのではないのか。
■「すべての人のための基礎年金」（「参考資料」参照）という考え方／戦略
 「障害基礎年金相当額のベーシック・インカム」という構想
（「既得権益」を超えて／普遍的な所得保障に活路を見出す）
（障害の程度・種別のみならず）「障害の有無・年齢・性別・所得・資産・稼得能力に拠らず、すべての人に（老齢基礎相当程度の）一定額の給付をおこなう」ことを障害の立場から主張する
前提として、以下の制度は維持・拡充されなくてはならない。
1 障害に対応する特別なニーズに対応する手当制度
2 あらゆる人のセーフティネットとしての生活保護制度
■BIの「モデル」

　　BIの導入とは、つきつめれば稼得と所得の関係をAからBへと変更することにほかならない。

ポイントは、AとBが分岐するP点の前後の生活モデルであるが、小沢（2002)の試算をもとに「月８万円の年齢によらないBIを平均所得税率５０％で実現可能」として試算？してみるならば、「夫婦（片働きと専業主婦）で扶養控除の対象となる子ども２人、給与所得７００万円」では、BI導入後の年間世帯所得は＋７０．５万、同条件で「子ども一人」とすると、同▲２５．５万となる。
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○夫婦（片働きと専業主婦）で扶養控除の対象となる子ども２人、給与所得７００万円

　　

　　【BI前】



【BI後】

所得税　▲２２．５万円（控除後×１０％）⇒　▲３３６万円（控除なし×５０％）

BI
　　　　　０円

　　⇒　＋３８４万円（４人×８万円×１２月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　差し引き、＋７０．５万円　：F1
○同条件で子ども１人、給与所得７００万円

差し引き　▲２５．５万円　：F２
■そうすればうまくいくのではないか、ということ
「障害基礎年金相当のBI導入」で解決可能となる障害当事者の所得保障における「難問」
　　

　　○無年金障害者の問題

　　○軽度障害、「谷間の障害」の問題

「障害基礎年金相当のBI導入」で解決（緩和）可能な障害当事者以外の所得保障における「難問」

　　○非正規・不安定被用者の“溜め”

　　○児童手当の増額／「子ども保険」の創設の代替
　　○母子家庭に対する児童扶養手当の代替
　　○学費問題（「給食費」から「学費未納による退学」まで）
　　○介助者を含む非営利活動従事者の所得保障
　　○非常勤教員及びポスドク非正規雇用研究者の所得保障
　
（右派・左派双方からの）「提言」
○勤労税額控除（2007年度経済財政白書）

「失業給付などの社会保障給付を受けている人が就労により納税の対象となった場合、所得税額を控除することで社会保障給付を受けるよりも手取り額が多くなるようにする」
○給付付き税額控除（政府税制調査会香西泰会長）：首相の諮問機関

「（税額控除だけでなく）一定の所得を下回る納税者に給付金をだす」

　　　←「低所得者への配慮」のため

←「消費税率引き上げ」・「法人税率引き下げ」を含む「社会保障改革と税制改革の一体的な改革」が前提
○負の所得税（内閣府経済社会総合研究所大田清特別研究員）

「所得が一定水準以下の低所得層に、基本的な政策に必要な額と収入との差額のうち一定割合の金額を給付する」

　　　←「日本は税金や社会保障負担を引く前の所得では欧米平均より格差が少ないが、所得再配分した後の可処分所得では格差があまり改善しない」
○若者基礎年金（広井2007）
年金制度全体を税による「厚めの基礎年金」中心・のものに再編し、報酬比例部分は民営化したうえで、「後期子ども（30才）」までの「教育効果」に着目した「人生前半の社会保障」として、「若者基礎年金」を創設することを提言。

■給付付き税額控除（別紙資料参照）　…2009年5月19日経済財政諮問会議　
「格差是正給付金」として給付付き税額控除の導入を提言(毎日0518)
　　「格差の固定化を防ぐために優先的に取り組む政策として」（日経0519）
　　「若年層や子育て世代の低所得者に対し、一定金額を給付することで生活の負担を低減」(毎日0518)
　　「具体的には、社会保険料の一部相当額を給付金として想定する案など」(毎日0518)
　　「仮に収入が100万円～350万円の世帯に30万円を還元する場合、2兆円が必要となる見込みで

　    消費税による財源確保が適当との考え」(毎日0518)
　　「社会保障番号についても、『社会保障番号・カード』の211年度までの導入を要請」（日経0519）
⇒骨太の方針2009（6月21日閣議決定「経済財政改革の基本方針2009について」p.14）
■「働く」とBI　…〈働く〉＋〈参加〉＝「共働」
　
・完全雇用社会から完全従事社会へ
・参加所得（アトキンソン）…社会への何らかの貢献・参加を給付の要件とするBI
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（別紙資料参照）
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